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ポーランド政治・経済・社会情勢 
（２０２０年１２月１７日～２０２１年１月６日） 

令和３年（２０２１年）１月８日 

H E A D L I N E S 

政治 
カチンスキ副首相（「法と正義」（ＰｉＳ）党首）のインタビューでの発言 

英国からのフライト停止の発表 

ポーランドにおける新型コロナウイルス感染症のワクチンの接種の開始 

国内のワクチン接種状況に関する政府発表 

シュチェルスキ大統領室長の国際政策局設立担当大統領全権代表への任命 

２０２１年国防予算、ＧＤＰ比２．２％を予定 

軍による新型コロナウイルス感染症対策支援 

バイデン次期米大統領発ドゥダ大統領宛書簡の発出 

ポーランド軍、英国国境付近にて衛生支援 

ドゥダ大統領の２０２１年の主要な外交政策の発表 

クロアチアへの震災被害支援 

ブワシュチャク国防相、２０２１年の主要計画に言及 

イラクに対する人道支援 
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治安等 
大晦日の移動制限にかかる抗議活動 

国家検察庁が「イスラム国」支援者を告訴 

ヴロツワフ所在の病院に対するサイバー攻撃 

ムスリムなどへの攻撃を計画していた過激主義者の起訴状を提出 

経済 
下院、２０２１年予算案を可決 

ポーランド、ＥＵと中国の投資協定の早期交渉妥結に異論 

最低賃金の引き上げ 

ポーランドとウクライナの給与水準 

１１月の失業率 

１２月の購買担当者景気指数（ＰＭＩ） 

欧州委、ポーランド航空（ＬＯＴ）に対する国家補助を承認 

ポーランド国鉄による鉄道車両アップデート 

国営電力会社タウロンと国営石炭会社ＰＧＧの石炭供給契約について 

クルティカ気候・環境大臣のエネルギー転換に係る発言 

ポーランドにおけるマイクロ風力発電タービンの開発 

水素戦略策定見通し 

大使館からのお知らせ 

長期滞在を目的にシェンゲン協定域内国に渡航する際の注意 

欧州でのテロ等に対する注意喚起 

「たびレジ」への登録のお願い 

新型コロナウイルス感染症に関する注意喚起 

マイナンバーカード取得のお願い 

年金受給者の現況届提出について 

大使館広報文化センター開館時間（１０月２６日（月）より、当面の間入館を一時見合わせ） 

文化行事・大使館関連行事 

在ポーランド日本国大使館 
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政    治 

 

カチンスキ副首相（「法と正義」（ＰｉＳ）党首）のインタ

ビューでの発言【１２月２１日】 

１２月２１日、カチンスキ副首相（「法と正義」（ＰｉＳ）

党首）は、ジェチポスポリタ紙のインタビューにおいて、

モラヴィエツキ首相が任期満了まで首相を続投する

可能性は非常に高いと述べた。 また、同副首相は、

ＥＵ予算を巡るモラヴィエツキ首相との関係悪化につ

いて否定し、全ての重要案件について同首相と連絡

を取り合っていると強調した。さらに、同副首相は、

自身の進退についても言及し、新型コロナウイルス

感染症（ＣＯＶＩＤ－１９）収束後の党大会における役

員選挙に自身も出馬するが、今回の出馬が最後に

なると明言した。 

 

英国からのフライト停止の発表【１２月２１日、１月５

日】 

１２月２１日、政府は、英国において新型コロナウ

イルス感染症の変異種が発見されたことを受けて、

２２日午前０時から１月６日まで、英国からのフライト

受入れを停止することを発表した。また、１月５日に

は、航空便の運航禁止に関する新たな政令を官報

に掲載し、同措置を１月１３日まで延長した。 

 

ポーランドにおける新型コロナウイルス感染症のワ

クチンの接種の開始【１２月２７日】 

１２月２７日、ワルシャワの内務・行政省病院にお

いて、同病院の看護師長と院長を含む５名に対し

て、国内で初めてファイザー社のワクチンが接種さ

れ、２６日には約１万人分のワクチンがポーランドに

到着し、国内７２の病院に輸送された。同２７日から

感染リスクの高い「グループ０」の対象者（医療従事

者、社会福祉施設職員、医科大学の職員及び学生

等）にワクチン接種が開始する。 

ドヴォルチク首相府長官は、年内に３０万人分の

ワクチンがポーランドに輸送され、その後も毎週ワク

チンの輸送が計画されていると述べた。また、モラ

ヴィエツキ首相は、２０２１年１月末までには１５０万

人分のワクチンがポーランドに到着する予定である

と述べた。さらに、同首相は、同日の記者会見にお

いて、２０２１年１月１５日から全国民に対するワクチ

ン接種の登録を開始すると発表した。同首相は、より

早くコロナを収束させるためには、広範なワクチン接

種が極めて重要であると強調し、国民へのワクチン

接種を奨励した。 

 

国内のワクチン接種状況に関する政府発表【１月４

日～６日】 

 ４日、ドヴォルチク首相府長官は、新たにファイ

ザー社のワクチン３６万本がポーランドに到着したと

発表し、医療従事者を中心とする「グループ０」への

ワクチン接種は１４日までに完了予定であると述べ

た。 

５日、同長官は、下院保健委員会にて、同時点ま

でに１１万４千人以上がワクチン接種を受けたと述べ、

「グループ１」（６０歳以上の高齢者、軍関係者、教員

等）へのワクチン接種を１月２５日に開始する方針を

示した。 

 ６日、クチュミエロフスキ備蓄局長は、欧州医薬品

庁が米国モデルナ社製のワクチンを承認したことを

受け、同社のワクチン２万９千本が来週ポーランドに

到着予定であると発表した。また、ドヴォルチク首相

府長官は、１月中に同社のワクチン約７万本、３月末

までに約８４万本が到着すると述べた。 

 

シュチェルスキ大統領室長の国際政策局設立担当

大統領全権代表への任命【１月４日】 

 ４日、ドゥダ大統領は、シュチェルスキ大統領室長

を新たに国際政策局設立担当の大統領全権代表に

任命し、シュロト大統領府副大臣を後任の大統領室

長に任命した。シュチェルスキ全権代表は、ドゥダ大

統領は、国際社会で大統領がポーランドを代表する

最高位の役職であることに起因する業務を実行する

ため、新たな組織の設立を望んでいるとし、外交分

野を担当する国家安全保障局（ＢＢＮ）のような機関

を目指して様々な検討を行っており、最終的な組織

構造は大統領が決定すると述べた。また、新たな国

際政策局はポーランドの外交政策の実行のため、首

相や外務大臣と協力していくとした。

２０２１年国防予算、ＧＤＰ比２．２％を予定【１２月１７

日】 

 １７日、２０２１年の予算法案が下院を通過し、２０２

１年の国防予算は、ＧＤＰ比に換算し、２．２％（５１８

億ズロチ）に達する予定である。 

 

軍による新型コロナウイルス感染症対策支援【１２月

２３日】 

 ２３日現在、軍は、１４の軍病院を運営し、新型コロ

ナウイルス患者の治療に当たっている他、オケン

チェ、ベモヴォ及びヴロツワフに臨時病院を開設して

いる。 

 

内    政 

外交・安全保障 
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バイデン次期米大統領発ドゥダ大統領宛書簡の発

出【１２月２４日】 

 １２月２４日、バイデン次期米大統領は、ドゥダ大統

領に対する書簡を発出した。バイデン次期大統領は、

同書簡において、ドゥダ大統領による米大統領選で

の勝利に対する祝意の表明について感謝するととも

に、同大統領と両国に共通の課題に取り組むことが

できることを楽しみにしていると強調した。 

 

ポーランド軍、英国国境付近にて衛生支援【１２月２

５－２７日】 

 ２５日ー２７日、領域防衛軍及び作戦部隊は、英国

国境付近にて立ち往生中のトラックドライバー達に

対して、糧食・水の補給及び新型コロナウイルスの

検査を行う等、英国の衛生支援を行った。 

 

ドゥダ大統領の２０２１年の主要な外交政策の発表

【１２月２８日】 

１２月２８日、シュチェルスキ大統領室長は、ドゥダ

大統領の２０２１年の主要な外交政策は、米国の新

政権との関係、対独関係、三海域イニシアティブ（３

ＳＩ）及びＶ４を通じた地域協力であると発表した。同

室長は、２０２１年は２０２０年と同じく流動的かつ予

測不可能な状況であると強調しつつ、国際関係が通

常の状態に回帰することを期待すると述べた。 

同室長は、対米関係について、ドゥダ大統領とバイ

デン次期大統領の初会談は、通常であれば２０２１

年春に予定されているＮＡＴＯ首脳会合が機会にな

ると述べた。また、地域協力に関し、同室長は、２０２

１年で発足３０周年となるＶ４について、新型コロナウ

イルスの感染状況に鑑み時期は未定であるが、議

長国ポーランドにおいて首脳会合を開催すると述べ

た。さらに、同室長は、２０２０年に開催予定であった

が延期となった首脳会合として、中国と中東欧地域

の協力枠組である「１７＋１」首脳会合と独・仏・ポー

ランドの協力枠組であるワイマール・トライアングル

首脳会合について言及し、また、２０２１年に延期と

なった東京オリンピックについても、開会式が通常の

形式で開催されれば各国首脳との会談の機会とな

ると述べた。 

 

クロアチアへの震災被害支援【１月１日】 

 １日、ブワシュチャク国防相は、自身のツイッターに

おいて、２０２０年１２月２９日にクロアチアにて発生し

た地震の被災者に対してポーランド兵士がテントを

送ったと発表した。 

 

ブワシュチャク国防相、２０２１年の主要計画に言及

【１月５日】 

 ５日、ブワシュチャク国防相は、２０２１年の主な計

画について言及し、間もなく、駐留米軍用のインフラ

投資計画のスケジュールが明らかにされること、米

陸軍第５軍団前方指揮所の編成、装備庁の編成及

び一年前に同国防相が発表していた軍事衛生大学

を再編成することを発表した。 

 

イラクに対する人道支援【７日】 

 ７日、全般司令部は、第３３輸送空軍基地所属のＣ

－１３０輸送機により毛布、タオル及びシーツをイラ

クへ送ったと発表した。なお、２０２０年６月及び７月

には、同様の支援事業として、５，０００枚のマスク及

び１，０００リットルの消毒液が送られている。

 

大晦日の移動制限にかかる抗議活動【１２月１９日、

３１日】 

 １２月１９日、フェイスブック上において、大晦日にカ

チンスキ副首相（「法と正義（ＰｉＳ）」党首）の自宅や

大統領府の前に集まり、同３１日午後７時から１月１

日午前６時までの移動制限に反対する抗議活動を

行う予定であるという投稿がなされ、同抗議活動に

は約１４，０００名の抗議者が集まるなどとされてい

た。 

 同３１日、午後７時時点で実際にカチンスキ副首相

の自宅前に集まったのは１３名で、うち１２名は

ジャーナリストであった。ワルシャワ首都警察による

と、その後、抗議者の数は増えたが、集まったのは

わずか数十人程度であったという。 

 

国家検察庁が「イスラム国」支援者を告訴【１２月２８

日】 

 国家検察庁は、「イスラム国」として知られる国際テ

ロ組織の戦闘員及びその配偶者に対する財政支援

を行ったイラク人２名を告訴したと発表した。同人ら

は、ドイツに居住していた「イスラム国」戦闘員の家

族からウエスタン・ユニオンを介して２回の送金を受

け、２０１５年２月から２０１６年４月までの間にハワ

ラ・ネットワーク（銀行間送金ではなく仲介者を介した

送金方法。送金記録が残らないため、テロリストや犯

罪者が好んで用いるとされる）を通じ、別の「イスラム

国」戦闘員及びその配偶者に資金を送金した。な

お、今回告訴された２名のイラク人は、２０２０年６月

３０日に公安庁（ＡＢＷ）によって逮捕されていた。 

 

ヴロツワフ所在の病院に対するサイバー攻撃【１２月

３０日】 

ヴロツワフに所在する病院がサイバー攻撃を受

け、救急搬送を支援するシステムが数時間作動しな

くなる事案が発生した。サイバー攻撃は昨年１２月１

２日に発生していたが、病院当局は、検察が捜査中

であることを理由に同事案に対する情報提供を行わ

ず、事案が明らかにされたのは事案発生の１０日後

治    安    等 
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であった。専用ソフトウェアのライセンス期限が切れ

ており、新規の購入は行われていなかったため、

ハッカーはそうした脆弱性を利用したとみられる。な

お、個人情報の流入などは確認されなかったという。 

 

ムスリムなどへの攻撃を計画していた過激主義者の

起訴状を提出【１月４日】 

公安庁（ＡＢＷ）は、ＨＰにおいて、ムスリムなどへ

の攻撃を計画していた過激主義者３名の起訴状を提

出したと発表した。同人らに対する捜査は、ＡＢＷの

ほか、シュチェチン地方検察庁が行った。同人らは、

ポーランドの「イスラム化」を防止するなどとして、モ

スクとみられる宗教的対象物への攻撃や特定の

人々に対する毒性物資の使用を計画していたという。

また、捜査の過程で爆発物や自家製サブマシンガン

を含む火器４丁のほか、危険物を製造することがで

きる装置も押収された。

 

下院、２０２１年予算案を可決【１２月１７日】 

１７日、下院は２０２１年予算案を賛成２３４、反

対２２０、棄権１で可決した。歳入４，０４４億ズロチ

（約９１２億ユーロ）、歳出４，８６７億ズロチ（約１，０

９７億ユーロ）で、８２３億ズロチ（約１８５億ユーロ）

の財政赤字を見込んでいる。前提となる経済見通

しは、実質ＧＤＰ成長率４％、物価上昇率１．８％、

平均賃金上昇率を２．８％と予測している。また、

財政赤字の対ＧＤＰ比は６％、公的債務残高の対

ＧＤＰ比は６４．７％に達する見込みである。医療の

質の改善を図り、新型コロナウイルス感染症の拡

大を食い止めるべく、医療サービスに追加で１２９

億ズロチ（約２９．１億ユーロ）を割り当てる予定で

あり、今後、同予算案は上院の審議に付される。 

 

ポーランド、ＥＵと中国の投資協定の早期交渉妥結

に異論【１２月２８日－３０日】 

報道によると、ＥＵ理事会議長国の独は、２７日

夕刻に翌日のＥＵ加盟国大使会合のアジェンダに

中国との投資協定を盛り込むことを発表し、一部の

加盟国に驚きをもたらしたという。ＥＵの執行機関

である欧州委員会は、各国大使に対し、交渉はま

とまりつつあり、欧州委と議長国の独との間でいつ

公表するか検討していると話した。同交渉は７年に

亘り続いており、主な争点は中国が署名していな

い国際労働機関（ＩＬＯ）の関連条約や相互の投資

保護を含んでいる。ポーランドのサドスＥＵ代表部

大使は、ポーランドは同交渉の地政学的重要性を

強調し、３週間以内に米新政権が発足予定であり、

同国との関係を考慮すべきとした。また、同大使は、

７年に及ぶ困難な交渉の末に拙速に行動すべきで

はないとし、本件が突然大使会合のアジェンダに

加えられるなど前例のないことであるとし、早期交

渉妥結への異を唱えた。３０日、ＥＵと中国が投資

協定で基本合意に達したことを受け、サドス大使は、

本件合意内容は今後の批准プロセスにおいて詳

細に分析されることになると述べた。 

 

最低賃金の引き上げ【１月１日】 

２０２１年１月１日から、法定最低賃金及び最低

時給がそれぞれ２，８００ズロチ、１８．３０ズロチに

引き上げられる（２０１９年はそれぞれ２，６００ズロ

チ、１７ズロチ）。

 

ポーランドとウクライナの給与水準【１２月１７日】 

政府統計によると、ウクライナにおける平均月額

賃金は１１，９００フリヴニャ（約１，５００ズロチ）で、

ポーランドの平均月額賃金５，３００ズロチよりも７

０％以上低い数字となっている。人材サービス社の

試算によると、現在のウクライナにおける賃金上昇

率の傾向に鑑みると、同国がポーランドの平均月額

賃金に追いつくには１２年を要すると見られ、今後も

同国からの労働力の流入が継続する見込みである。

同社の調べでは、２０２０年初頭時点で、ウクライナ

人労働者の約半数が月額２，２００～３，０００ズロチ

の純所得を得ており、雇用主が住居を無償で提供す

ることも多いため、生活費を節約できることなども、

ウクライナ人労働者のポーランドへの流入を促して

いると見られる。なお、２０２０年９月時点で、ポーラ

ンドの平均賃金上昇率は対前年同月比５．６％で

あったのに対し、ウクライナでは１２．３％とより急速

に上昇している。 

 

１１月の失業率【１２月２３日】 

 中央統計局（ＧＵＳ）によれば、１１月の失業率は６．

１％（対前月比同）で、１１月末時点の登録済み失業

者数は１０２万５，７００人となった（１０月末時点では

１０１万８，４００人）。 

 

１２月の購買担当者景気指数（ＰＭＩ）【１月４日】 

IHS Markitによると、１２月の購買担当者景気指数

（ＰＭＩ）は５１．７ポイントと前月の５０．８ポイントから

上昇した。新規受注、購買品在庫、サプライヤー納

期が指数上昇に寄与した。雇用も増加傾向にあるが、

経    済 

経済政策 

マクロ経済動向・統計 
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伸びは緩やかなっている。 

欧州委、ポーランド航空（ＬＯＴ）に対する国家補助を

承認【１２月２２日－３０日】 

１２月２２日、欧州委員会は、ポーランド航空（ＬＯＴ）

に対する６億５，０００万ユーロ（総額約２９億ズロチ）

の国家補助を承認した。１２月３０日、国有財産省は、

同国家補助の一部として、ＬＯＴの株式資本を２億５，

０００万ユーロ（約１１億ズロチ）引き上げたとツイッ

ターに投稿した。同省は、本件支援により、同社は引

き続き運営を維持することが可能となり、航空業界

に限らず、何千もの雇用を守ることが可能となるとし

た。残りの４億ユーロ（約１８億ズロチ）はポーランド

開発基金（ＰＦＲ）を通じた流動性融資を予定してい

る。 

 

ポーランド国鉄による鉄道車両アップデート【１２月２

３日】 

ポーランド国鉄 PKP Intercity は、ポーランドの車

両メーカーPESA Bydgoszcz Rail Vehicles からアップ

デートされた１２５両の車両を受け取った。２２日に締

結された契約では、更に１２５両の車両がアップデー

トされることとなっている。同車両では空調や電源、

ＵＳＢソケットが設けられた座席、無線インターネット

が備えられている。同計画の費用は５．４億ズロチと

見込まれている。なお、アップグレードされた車両は

契約締結から３０か月以内に納入される予定で、最

初の車両は３００日後に利用される見込みである。 

 

国営電力会社タウロンと国営石炭会社ＰＧＧの石炭

供給契約について【１２月２４日】 

国営電力会社タウロンは、新型コロナウイルス感

染症の影響で悪化した石炭産業からのエネルギー

生産は採算が合わないとして、国営石炭会社ＰＧＧ

との石炭供給契約を終了した。タウロンのジムノフ広

報担当によれば、同決定には急激かつ持続的なＣＯ

２排出権価格の上昇、安価な電力の輸入の大幅な

増加、再生可能エネルギーの生産のダイナミックな

増加が影響しているとしている。さらに国内の電気使

用量の減少、石炭エネルギー生産の採算性の大幅

な低下、従来エネルギー分野の規制環境の大幅な

変化を指摘している。

クルティカ気候・環境大臣のエネルギー転換に係る

発言【１月４日】 

クルティカ気候・環境大臣は、ポーランドのエネル

ギーシステムの変換は急務になっており、そのため

にＰＥＰ２０４０と呼ばれる２０４０年までのポーランド

のエネルギー政策を準備することが必要不可欠であ

るとしている。同大臣はＰＥＰ２０４０では、気候政策

の課題、単なる変革、大気保全だけでなく、新型コロ

ナウイルス感染症により新たに引き起こされる状況

も考慮に入れていると述べた。同大臣は、今年春に

施行が見込まれる洋上風力発電法など、この政策を

構成する１２の法律行為があると主張している。な

お、現在のＰＥＰ２０４０の案では、２０３０年までに都

市部で、２０４０年までに農村部での暖房部門からの

石炭の脱却を掲げている。同案では、その他、ポー

ランドにおける原子力発電所の建設や洋上風力発

電所などの再生可能エネルギー源の大幅な開発も

想定している。 

 

ポーランドにおけるマイクロ風力発電タービンの開発

【１月４日】 

ポーランド経済研究所（ＰＩＥ）は、今年、革新的な

マイクロ風力発電タービンがポーランド企業によって

導入される可能性があるとしている。当該タービンは

太陽光パネルと化石燃料の低コスト技術と競合する

とみられている。当該タービンは風が弱くても効率的

で、高レベルの騒音が発生せず、材料の最大８０％

がリサイクル可能。エネルギー分散化を目的とした

政府の補助政策による、家庭用太陽光発電導入の

成功の例（My Energy program）から判断すると、同

様の補助政策を行った場合、マイクロ風力発電市場

が復活する可能性があるとコメントした。さらに、もう

一つのインセンティブとして、ポーランドの製造業者

によるタービンの建設が挙げられるとした。  

 

水素戦略策定見通し【１月５日】 

閣僚評議会の立法府のリストによると、２０２１年

第１四半期に「２０３０年までのポーランド水素戦略と

２０４０年までの展望」（ＰＳＷ）の政府の承認がされ

る見込みである。 同戦略は、①エネルギー部門に

おける水素利用（余剰電力による水素製造、エネル

ギー貯蔵を含む）、②水素バス（２０２５年：５００台、

２０３０年：２０００台）、３２の水素燃料ステーション、

水素列車の導入、輸送部門における代替燃料、 ③

産業部門の脱炭素化における水素、④原子力発電

所など新しい低排出源からの水素製造、⑤効率的で

安全な水素流通、⑥安定した規制環境など、主要な

技術的およびビジネス上の障害を提示し、水素市場

が発展する方向を設定する予定である。

ポーランド産業動向 

エネルギー・環境 
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長期滞在を目的にシェンゲン協定域内国に渡航する際の注意 

最近、ドイツ以外のシェンゲン協定域内国に長期滞在を目的と申告した邦人が、経由地であるドイツでシェン

ゲン協定域内への入国審査を受ける際に入国管理当局から（１）最終滞在予定国の有効な滞在許可証、（２）ド

イツ滞在法第４条のカテゴリーＤ査証（ナショナル・ビザ）、又は（３）同Ｄ査証に相当する滞在予定国の長期滞

在査証の提示を求められ、これを所持していないために入国を拒否される事例が発生しております。 

 このため、現地に到着してからの滞在許可証取得を予定し、最初にドイツ入国を予定している場合には、注

意が必要です。 

 ドイツ以外の国では同様の事例は発生しておりませんが、シェンゲン協定域内国での長期滞在を目的に渡航

する場合には、滞在国及び経由国の入国審査、滞在許可制度の詳細につき、各国の政府観光局、我が国に

存在する各国の大使館等に問い合わせるなどし、事前に確認するようにしてください。詳しくは下記リンク先を

御覧ください。 

http://www.anzen.mofa.go.jp/c_info/oshirase_schengen_２.html 

（注）：シェンゲン協定とは、シェンゲン協定加盟国の域外から同加盟国域内に入る場合、最初に入域する国に

おいて入国審査が行われ、その後のシェンゲン協定域内の移動においては原則として入国審査が行われない

といった協定です。 

○シェンゲン協定域内国（２０２０年６月現在）：２６か国 

アイスランド、イタリア、エストニア、オーストリア、オランダ、ギリシャ、スイス、スウェーデン、スペイン、スロバキ

ア、スロベニア、チェコ、デンマーク、ドイツ、ノルウェー、ハンガリー、フィンランド、フランス、ベルギー、ポーラン

ド、ポルトガル、マルタ、ラトビア、リトアニア、ルクセンブルク、リヒテンシュタイン 

 

欧州でのテロ等に対する注意喚起 

欧州では、「イラク・レバントのイスラム国」（ＩＳＩＬ）の台頭以降、一般市民等のソフトターゲットを標的としたテ

ロが相次いで発生しており、今後も更なるテロの発生が懸念されます。 

観光客やイベント等を標的とするテロに警戒する必要があることに加え、イベント等の警備のため手薄となっ

た他の都市でのテロの実行も懸念されます。以上を踏まえ、以下のテロ対策をお願いします。 

（１）外務省が発出する海外安全情報及び現地報道等で最新の治安情勢等の関連情報の入手に努めるととも

に、日頃から注意を怠らないようにする。 

（２）以下の場所がテロの標的となりやすいことを十分認識する。 

観光施設、観光地周辺の道路、記念日・祝祭日等のイベント会場、レストラン、ホテル、ショッピングモール、

スーパーマーケット、ナイトクラブ、映画館等人が多く集まる施設、教会・モスク等宗教関係施設、公共交通機

関、政府関連施設（特に軍、警察、治安関係施設）等。  

（３）上記（２）の場所を訪れる際には、周囲の状況に注意を払い、不審な人物や状況を察知したら速やかにそ

の場を離れる、できるだけ滞在時間を短くする等の注意に加え、その場の状況に応じた安全確保に十分注意

を払う。 

（４）現地当局の指示があればそれに従う。特にテロに遭遇してしまった場合には、警察官等の指示をよく聞き

冷静に行動するように努める。 

（５）不測の事態の発生を念頭に、訪問先の出入口や非常口、避難の際の経路、隠れられる場所等についてあ

らかじめ入念に確認する。 

詳しくは下記リンク先を御覧ください。 

http://www.anzen.mofa.go.jp/ 

 

「たびレジ」への登録のお願い 

３か月以上海外に滞在する方は在留届の提出を、３か月未満の場合は「たびレジ」への登録を必ず実施して

ください。渡航先の最新安全情報や、緊急時の大使館又は総領事館からの連絡を受け取ることができます。ま

た、家族や友人、職場等に日程や渡航先での連絡先を伝えておくようにしてください。 

下記リンク先から「たびレジ」に登録することができます。 

https://www.ezairyu.mofa.go.jp/tabireg/ 

 

新型コロナウイルス感染症に関する注意喚起 

 新型コロナウイルス感染症（ＣＯＶＩＤ－１９）の感染が世界各地で報告されており、感染が報告された国々に

大使館からのお知らせ 

http://www.anzen.mofa.go.jp/c_info/oshirase_schengen_2.html
http://www.anzen.mofa.go.jp/
https://www.ezairyu.mofa.go.jp/tabireg/
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渡航していた方を介して、感染が更に拡大する可能性があります。 

ポーランドでも３月４日に国内で初の同ウイルス感染者が認められて以降、感染者の増加が続いており、３

月２０日には、感染事態が宣言されました。１０月２４日からポーランド全地域において、全ての公共の場でマス

ク等を着用して口及び鼻を覆う義務が生じているほか、公共交通機関では搭乗できる人数が制限され、商店

等ではソーシャル・ディスタンスを取ることとなっています。１１月９日から小学校及び高等教育機関においては、

実務授業を除きリモート授業が義務化されています。また、幼稚園、保育園の活動に制限がありますが、各園

で対応が異なりますので、詳細は幼稚園、保育園に個別に御照会ください。１２月２８日からは、薬局やスー

パーなど一部の店舗を除き営業停止となるなど再び制限措置が強化されています。今措置については、国家

警察本部が同義務を履行しない者に対する取締りを厳しく行うと発表していますので、御注意ください。 

最新情報を収集すると共に、手洗いうがいの励行、咳や発熱が認められる人に安易に近づかない等、感染

予防に努めてください。 

また、同ウイルスの感染拡大に伴い、東洋人に対する風評被害が発生しているとの情報もあるところ、ポー

ランド国内で被害に遭われた場合は、発生場所、日時等を含む可能な限り詳細な情報を当館領事部に提供い

ただくようお願いいたします。 

外務省は本件に関し、広域情報を発出いたしました。在留届を提出した方及び「たびレジ」へ登録している方

には既にメールが配信されております。最新情報は、下記リンク先で御確認ください。 

https://www.anzen.mofa.go.jp/ 

 

領事部連絡先 

E メール：cons@wr.mofa.go.jp 

電話番号：22-696-5005（受付時間：月～金曜日 9:00～12:30、13:30～17:00） 

 

マイナンバーカード取得のお願い 

 マイナンバーカードは、安全・安心で利便性の高いデジタル社会の基盤で、多様化・拡大する様々な手続・

サービスを個人が広く利用できるようにするために不可欠な本人確認ツールです。 

マイナンバーカードは、マイナンバーが記載された顔写真入り・ＩＣチップ付きのカードで、役所に行かなくても

日本国内のコンビニエンスストアで住民票の写しや課税証明書など各種の証明書を取得できるなど様々な利

点があり、２０２１年３月からは健康保険証としても使えるようになる予定です。 

現時点では、日本国内に住民登録のない海外居住者は、マイナンバーカード及び電子証明書を取得・利用

することはできませんが、令和６年中に海外居住者もマイナンバーカード等の利用・取得・更新ができるように

なる見込みで、現在、在外公館におけるマイナンバーカードの交付等の方法も検討されています。 

マイナンバーカードの交付手数料は無料です。今後は、市区町村の申請窓口が混み合うことが予想されま

すので、帰国後速やかに取得申請を行って頂くよう、お願い申し上げます。 

 

年金受給者の現況届提出について 

海外に居住している年金受給者は、年金の支給を引き続き受けるために、毎年、現況届に在留証明書等の

生存確認ができる書類を添えて、日本年金機構（以下「機構」という。）へ提出いただく必要があります。しかし、

新型コロナウイルス感染症（ＣＯＶＩＤ－１９）の影響によって郵便の受付が停止されている海外の国・地域に居

住する年金受給者については、提出期限までに現況届を機構に提出することや機構から現況届様式を送付す

ることができなくなっています。 

このため、郵便の受付が停止されている海外の国・地域に居住する年金受給者（提出期限が令和２年２月

末日以降である者）については、それぞれの国・地域において郵便の受付が再開された３か月後までの間は、

現況届の提出がなくても年金の支払いを継続する取扱いになりました。詳細については、下記リンク先を御確

認いただくか、日本年金機構のねんきんダイヤルにお問い合わせください。 

ねんきんダイヤル： （８１）３－６７００－１１６５ 

https://www.nenkin.go.jp/oshirase/taisetu/2020/202006/2020061001.html 

 

〔お知らせ〕大使館広報文化センター開館時間（当面の間、入館を見合わせ中） 

平日 ９:００ – １２:３０、１３:３０ – １７:００  

 

※新型コロナウイルス感染症（ＣＯＶＩＤ－１９）を巡る状況を受け、当面の間入館を見合わせております。電話・

メールでの対応は通常どおり、上記の時間帯で行います。御理解の程、宜しくお願いいたします。 

 

https://www.anzen.mofa.go.jp/
mailto:cons@wr.mofa.go.jp
https://www.nenkin.go.jp/oshirase/taisetu/2020/202006/2020061001.html
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問合せ先：在ポーランド日本大使館広報文化センター（電話： ２２-５８４- ７３ ００ 、E メール：info-

cul@wr.mofa.go.jp、住所：Al. Ujazdowskie 51、 Warszawa） 

 

 

特になし。 

 

文化行事・大使館関連行事 

本資料は、ポーランドの政治・社会情勢を中心に、各種報道をとりまとめたものです。 

報道をベースにしておりますので、記載事項の信頼性については責任を負いかねます。 

記載事項は在ポーランド日本国大使館の見解を示すものではなく、 特定の団体・個人の利益を代表するもの

ではありません。 

 

皆様からの情報提供をお待ちしています 

大使館では、読者の皆様に幅広くポーランドの情報をお伝えするため、皆様からの情報をお待ちしています。社

会・生活情報やお勧めのイベント、困ったことなど、皆様に伝えたいと思われる情報があれば、下記のアドレスまで

御連絡ください。（営利目的など、内容によっては対応できかねる場合もありますので御了承ください。） 

 

【お問い合わせ・配信登録】 

本資料は、ポーランドに関心のある方であれば誰でも受け取ることができます。 「新たに配信を受けたい」、「送

付先Ｅメールアドレスを変更したい」、「配信を停止したい」等の依頼につきましては、下記のＥメールアドレスまで

御連絡ください。大使館ウェブサイト（http://www.pl.emb-japan.go.jp/index_j.htm）も併せて御覧ください。 

本資料に関する問い合わせ E メールアドレス（newsmail@wr.mofa.go.jp） 

mailto:info-cul@wr.mofa.go.jp
mailto:info-cul@wr.mofa.go.jp
mailto:在ポーランド日本国大使館newsmail@wr.mofa.go.jp

